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施策名

施策の概要
社会インフラの長寿命化・耐震化を推進するため、物質・材料研究の中核的機関である独立行政法人物質・材料
研究機構(NIMS)において、信頼性評価、補修技術等に関する研究開発拠点を整備し、国内外のハブとなる、オー
ルジャパンの研究体制を構築。

平成
26

年度

計画 オールジャパンの構造材料研究拠点の運営組織を立ち上げ、オープンな産学官融合型の研究場を構築。

進捗 2014年10月にNIMS内部組織としての構造材料研究拠点と、オープンな産学融合場である“構造材料つくばオープ
ンプラザ”（TOPAS）を構築。

昨年度有識者
からの助言に対
する対応状況

昨年度の指摘：
・府省連携による構造材料開発の一元化は望ましい。ただし、構造材料は安価でかつ大量の供給が必要であり、そう
いった視点での開発が望まれる。

・自己修復材料や高耐久材料等、材料的な開発例やインフラ構造物の長寿命化だけでなく、地震防災や大地震対
策としての構造材料研究開発の具体化が必要。

対応状況：
・「レアメタル・レアアースに依存しない」など、安価でかつ大量供給に向けた研究開発を推進。Ni,Co,Crなどのレアメタ
ルを含まない耐候性鋼の大型製造技術の開発と溶接部の耐食評価の研究を推進。

・ 超高層ビルの長周期地震動に耐える制震材料や部材（制震ダンパ）等の耐震化構造材料を開発。

平成27年度の計画
（政府予算案を踏まえた

計画）

・技術シーズを絶え間なく創出するための基礎基盤的研究と、構造材料研究を中長期的に支える人材育成。
・大型構造物の補修のために、高信頼性と高能率施工が可能な補修溶接を開発。
・鋼橋等の腐食部の補修技術として溶射技術の可能性を多面的に検討。

最終目標
（ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ）

オールジャパンの構造材料研究拠点を構築し、異分野融合・産学官連携の効率的なリソース活用ができる運営体制
の下、信頼性評価、補修技術等に関する革新的技術シーズを創出するとともに、拠点活動を通じて企業等と実用化
の可能性を実証する検討まで進め、社会実装の加速を図る。

ＳＩＰ施策との関係 産学官を結集したオープンイノベーションの推進や先端機器の共用により研究開発拠点を構築する一方で、外部資
金として内閣府SIPによる研究も拠点において推進することで、密接な連携を図る。

ＡＰ施策との
連携について

土木研究所、農村工学研究所と包括連携協定に基づき、技術研究会等によるニーズとシーズのマッチングを行いなが
ら、研究連携を推進。

「今後の課題」(※1)
に対する対応状況

今後の課題：インフラ構造材料分野研究で産官学連携体制が有効に機能するよう推進。
対応状況 ：産官学連携研究の場として拠点内にTOPASを設立し、運営室、会則を整備。産学連携体制を有効

に機能させるため、研究課題毎にクラスターを設立して連携研究を行う体制を構築。 1



次世代インフラ構造材料の研究開発
（独立行政法人 物質・材料研究機構）

【背 景】
・我が国の社会インフラは老朽化が進み、建設後50年以上経過したものが多数発生しており、大きな社会リスク。
・また、2030年頃までの累計で約230兆円が必要と試算されるなど、老朽化したインフラは維持管理・更新コストの増加を招く現状。

【概 要】
・社会インフラの長寿命化・耐震化を推進するため、物質・材料研究の中核的機関である独立行政法人
物質・材料研究機構(NIMS)において、信頼性評価、補修技術等に関する研究開発拠点を整備し、
国内外のハブとなる、オールジャパンの研究体制を構築。
・既存のインフラを低コストに点検・診断及び補修する材料・技術のみならず、構造物を更新する際に適用する
耐久性の高い新材料を含めた総合的な研究開発を、産業界のニーズを踏まえつつ推進。
・実用化を見据え、内閣府、国土交通省、農林水産省、経済産業省、総務省や関連独法、及び素材からゼネコン・鉄道・道路等広
範囲な関係企業との異分野融合型の連携を進めると共に、技術シーズを絶え間なく創出するための基礎基盤的研究を実施。

・また、本拠点においては、国内におけるインフラへの適用のみならず、インフラビジネスとしての海外展開を図ることも視野に入
れつつ、これらの研究開発を中長期的に支える構造材料分野における研究者の人材育成を推進。

平成２７年度予定額 ：542百万円
（平成２６年度予算額 ：542百万円）

※運営費交付金中の推計額

【具体的取組】

構造部材の劣化診断技術の研究開発
構造部材の信頼性評価技術の研究開発

構造部材の補修・補強材料・技術の研究開発

実際の橋梁を用いた耐腐食材料の長期暴露試験（土木研究所と連携）
※平成25年7月に包括連携協定を締結

高い疲労強度を持つ鉄鋼溶接手
法や固相粉末の超音速吹きつけ
手法を用いた、経済的で高信頼
な使いやすい補修技術を開発

蓄積された材料データや
新しい数値シミュレーショ
ン手法を駆使し、炭素繊
維複合材料（CFRP）等の
多機能な新材料を開発

（例）
（例）

② 補修 ③ 更新

① 点検・診断

（例）

新規高性能構造材料の研究開発

鉄橋

CFRP

トンネル

コンクリート

CFRP

橋脚

実際の農業土木構造物を用い
た新規点検・診断技術等の適
用検討（農業・食品産業技術総
合研究機構と連携）
※平成26年4月に包括連携協
定を締結
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国土強靭化と産業競争力強化のための構造材料研究を産学官融合で推進する拠点

・ 構造材料研究の日本全国のハブ拠点
（NIMSの基盤技術、最先端設備の活用）
・ 国土強靱化、産業競争力強化に向けた
構造材料研究を総合的に推進
・ 2014年10月1日に正式に設置
・ 構造材料研究の産学官情報交流、人材
育成活動にも注力

• 機構外から広く参画
• 構造材料に関わる研究活動、標準化活動、
情報交流活動、人材育成を行う場

NIMS 構造材料研究拠点とTOPAS
◎構造材料研究拠点（RCSM）

◎構造材料つくばオープンプラザ（TOPAS）
SIPプロジェクト（インフラ維持管理、ＳＩＰ革
新的構造材料）などの受け皿として、分野
横断、産学連携の実質化を担うネットワー
ク・プラットフォーム

TOPAS インフラ構造材料クラスター参画機関
→ 40機関が参画

建設系：竹中工務店、ショーボンド建設（株、ピーエス三菱、三井住友建設、鹿島建設、大成建設、飛島建設など
道路・鉄道・電力系：阪神高速道路、JR西日本、四国総合研究所、電力中央研究所、西日本高速道路、JR東日本
素材系：BASFジャパン、新日鐵住金、コベルコ科研、積水化学工業、住友大阪セメント、帝人など
大学：北海道大学、名古屋大学、長岡技術科学大学、東京工業大学、京都大学、琉球大学など 3



炭素鋼鉄筋 高耐食鉄筋

割れ大 割れなし

土木研との連携： 包括連携協定に基づき、伊良部大橋における暴露試験を実施する他、インフラ構造
材料技術のニーズについての継続的な議論を実施。

meets

土木研究所と物質・材料研究機構の共同による
宮古島 伊良部大橋での耐環境試験について

島嶼部が多いアジア域のインフラ構築には、耐腐食性の高い部材が
要求されます。 NIMSは土木研究所（PWRI） と共同で、宮古島伊良部
大橋（建設中）での腐食試験と、遠隔モニタリング試験を始めます。

農工研との連携：農業水利施設等におけるコンクリート構造物、鋼構造物の劣化モニタリングや維持管
理技術確立に資する要素技術（歪み可視化シート、耐食鋼、水中硬化補修材）
の提供を行うとともに、開発技術の実証試験の場とし、他機関とも連携して社会実装
の加速を計る。

連携の進捗状況
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新構造材料研究拠点（“All Japan”の組織体制）

企業との連携による社会実装

産業技術総合研究所

建築研究所

情報通信研究機構

大学との連携
による人材育成

研究機関連携
による技術の総合化

物質・材料研究機構土木研究所

等々。

「NIMSと土木研究所の包括連携協定を締結」
（平成25年7月23日NHKニュース845 ）
※ 平成25年5月に技術交流会を実施。

sasasasa
同月、実橋（宮古島 伊良部大橋）を利用し
た共同研究を開始。

魚本土木研究所理事長（左）と
潮田ＮＩＭＳ理事長（右）

鉄道総合技術研究所
※平成25年9月にＮＩＭＳとの技術交流会を実施
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第1回 構造材料研究拠点シンポジウム
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